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〔給水戸数〕 〔給水量〕

水道事業会計の財政公表 ～水道料金の使われ方～
　市民生活や企業の経済活動などを支える重要なライフラ
インの一つ、『水道』。
　市は、安全・安心な水道水を安定的に供給できるよう皆
さんが納める水道料金を主な財源として、水道施設の整備
や維持管理を行っています。
　今号では、平成30年３月31日現在における平成29年度の
水道事業の経理状況などについてお知らせします。

安
全
・
安
心
な
水
を

　
　
　
届
け
て
い
く
た
め
に

　
平
成
30
年
３
月
31
日
現
在
、
４
万
８
千
519
人

が
生
活
す
る
登
別
市
。
市
の
水
道
事
業
は
、
４

万
７
千
870
人
に
水
道
水
を
供
給
し
て
お
り
、
水

道
普
及
率
は
98
・
66
㌫
と
市
内
ほ
と
ん
ど
の
家

庭
に
水
道
水
を
届
け
て
い
ま
す
。

　
地
方
公
営
企
業
法
に
基
づ
き
、
地
方
自
治
体

が
経
営
す
る
企
業
と
し
て
運
営
す
る
水
道
事
業

は
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
生
活
に
必
要
不
可
欠
な

水
を
安
全
で
安
定
的
に
供
給
す
る
と
い
う
本
来

の
目
的
に
加
え
、
常
に
効
率
的
な
事
業
運
営
を

図
り
、
企
業
と
し
て
の
経
済
性
を
発
揮
す
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
現
在
は
も
ち
ろ
ん
、
将
来
に
わ
た
っ

て
市
民
の
皆
さ
ん
に
水
道
水
を
供
給
し
て
い
く

た
め
に
は
、
運
営
基
盤
の
強
化
を
図
り
、
安
全
・

安
心
な
給
水
体
制
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　
水
道
の
使
用
区
分
は
、
家
事
用
・
家
事
用
以

外
・
公
衆
浴
場
用
・
臨
時
用
の
４
つ
の
用
途
に

分
か
れ
て
お
り
、
一
般
家
庭
へ
の
供
給
分
で
あ

る
『
家
事
用
』
と
店
舗
な
ど
へ
の
供
給
分
で
あ

る
『
家
事
用
以
外
』
が
大
部
分
を
占
め
て
い
ま

す
が
、
給
水
戸
数
、
給
水
量
と
も
に
減
少
傾
向

に
あ
り
、
水
道
事
業
の
主
な
財
源
で
あ
る
水
道

料
金
収
入
に
つ
い
て
も
、
減
少
が
続
く
見
込
み

で
す
。

　
一
方
で
、
水
道
水
を
安
定
し
て
提
供
す
る
た

め
に
必
要
な
水
道
施
設
な
ど
の
更
新
や
耐
震
化

に
要
す
る
費
用
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
市
の
水
道
事
業
を
取
り
巻
く
経
営
環
境
は
、

今
後
ま
す
ま
す
厳
し
く
な
る
こ
と
か
ら
、
経
営

の
効
率
化
や
施
設
管
理
の
見
直
し
を
進
め
、
経

営
健
全
化
へ
の
取
り
組
み
を
よ
り
一
層
推
進
す

る
と
と
も
に
、
計
画
的
な
経
営
に
取
り
組
む
た

め
、
市
は
、
平
成
29
年
12
月
に
『
登
別
市
水
道

事
業
経
営
戦
略
』
を
策
定
し
ま
し
た
。

　
今
後
も
、
中
長
期
的
な
視
点
で
水
道
施
設
を

効
率
的
か
つ
効
果
的
に
管
理
し
、
民
間
活
力
の

検
討
や
料
金
未
納
対
策
な
ど
を
よ
り
強
化
し
な

が
ら
、
安
全
な
水
道
水
の
供
給
に
努
め
て
い
き

ま
す
。

過去５年間の『家事用』・『家事用以外』の給水戸数と給水量

今後も人口減少などにより
給水戸数・給水量ともに減少する見通し

2 ２０１８．７月号 � 水道事業会計の財政公表


